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１．はじめに 

 本稿では動学最適化型の気候変動モデルを用いて，技術

開発が現状の想定並みに続く標準ケース，及び技術開発が

加速する技術革新ケースを作成し，技術革新が進展した際

の被害額，適応費用，緩和費用の和である総合コストを最

小化した時の排出量や気温変化を算出する．さらに，ベー

スラインケース，及び2050年に GHG排出量が半減する2050

年半減ケースを設け，各ケースの総合コスト，二酸化炭素

濃度，気温上昇を 2300 年まで推計する． 

 

2．費用便益分析 

図 1 は各ケースのベースラインケース比での緩和費用，

及び被害，適応費用軽減による便益を2010年から2150年，

2200 年，2300 年までの累積で示したものである．0は費用

と便益が一致する点であり，正の値は便益が費用を超える．  

2050 年半減ケースは CO2濃度を長期的に大幅に抑制でき

るものの，気候変動の被害，適応費用軽減の便益を考慮し

てもベースラインケースよりも費用が高い．一方，標準ケ

ースや技術革新ケースは緩和費用が十分低下した時期に削

減対策をするため，ベースラインケースよりも費用対効果

が高い．なお，標準ケースと技術革新ケースを比較すると，

技術革新ケースにおいて CO2 濃度が低いが，費用対効果の

観点からは同等の便益となる． 

 

図1 2010年からの費用便益の累積総和（左：気候感度3℃，

右：2.5℃） 

3. 19 世後半からの気温上昇 

19世紀後半からの気温は2050年半減ケースでは1.3℃～

1.5℃の上昇となり 2℃以下に抑えることができる(図 2)．

標準ケースでは CO2が増加し続けることから気温も上昇し

続け，2300 年には 3.0℃～3.4℃の上昇となる．一方，技術

革新ケースでは 450ppm まで CO2濃度は減少しないものの，

2180 年頃に気候感度が 3℃の場合は 3℃付近，2.5℃の場合

は 2.7℃をピークに以降は減少し，2.3℃～2.6℃の上昇程

度に抑えることができる． 

 

図 2 19 世紀後半からの気温上昇（実線：気候感度 3℃，点

線：気候感度 2.5℃） 

 

４．おわりに 

2050 年半減ケースでは CO2排出量を大幅に削減し，気温

上昇を大きく抑制できるが，ベースラインケースよりも費

用が高くなる．一方，現状程度の技術進展が将来も継続す

れば，ベースラインケースよりも便益があるが，大気中の

CO2濃度は増加し続け，気温は上昇の一途をたどってしまう．

仮に将来，現状以上の技術開発が進み，削減率が高い技術

の費用を抑えることができれば，より少ない費用で CO2 濃

度を減少させ，気候感度によっては 19 世紀後半からの気温

上昇を 2℃近くまで低減しうる．当面は省エネルギー技術

や低炭素技術で対策を進め，超長期にわたって全世界でゼ

ロ・エミッションに近い極めて大幅な CO2 排出削減を目指

すためには，削減率の大きな領域での限界削減費用の急速

な高騰を低減する技術開発が必要である．世界全体で気温

上昇を抑制する際は，各国が協力して革新的な技術開発へ

の投資を推進する政策が重要となる． 
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